













































































１６.４８.８一 次 産 業
就業人口比率（０５年国調、％） ２９.１４２.０二 次 産 業









































































































































































































































































































































































































































































































































１２,４２３１５文 化 財 関 係
地域間調整対策７８４件２,５８０７９２そ の 他
５１３,９３２２,０１９合 計
＜資料＞輪島市災害復興支援室資料（平成２１年７月２１日現在）。
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一時的に形成された仮設コミュニティの解体に伴う新たなコミュニティ形成
の課題，自宅再建費用の償還状況の点検と支援，「非判定」家屋における今後
の耐震化の必要性，結果的に市街地のあちこちに点在している空き地の問題，
等々である。地域の社会経済的再生に取り組むにはなおスタートラインに
たった状況ともいえ，この段階において掘り起こすべき復興事業のニーズも
あるのではないかと考えられる。県や自治体が策定した復興計画は，上記基
金の事業計画と同調させて５年間を目途としているが，今後より長期的な視
点にたった復興計画の見直しも求められよう。
Ⅳ．若干の考察
以上の検討を踏まえ，冒頭に提起した論点に立ち返って考察を加えていき
たい。すなわち第一に，災害関連事業に伴う支出増が自治体財政にもたらす
影響について，第二に復興過程を支える自治体の財政的余地についてである。
　震災関連事業の自治体財政への影響
震災は果たして自治体財政にどれほどの影響を与えるのであろうか。本稿
では小千谷市および輪島市を事例として検証を試みたが，災害救助および狭
義の災害復旧に関して言えば，高率の国庫負担と激甚指定によるその嵩上げ，
および地方債の交付税措置によって，自治体の財政負担はかなり軽減されて
いるといえる。
むろん，災害復旧事業制度の制約により，制度対象外になる事業は多々あ
る。学校，保育所，医療機関，各種福祉施設などのうち，公益的性格をもち
ながら民間が設置する施設，地域経済社会の復興にとって重要な役割を果た
すものであるが私有財産や営利活動に関わる住宅や事業所などがそれである。
これらの復旧に対しては自治体の単独事業として，あるいは基金の活用に
よって財源調達がなされており，自治体の政策的判断如何によってはこの一
般財源負担分が大きくなる可能性はある。
こうした一般財源負担分を補填する意味合いをもっているのが特別交付税
である。小千谷市・輪島市の事例でみたように，災害関係事業費のうちの一
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般財源負担分と特別交付税の交付額とがほぼ一致する結果となっている。こ
れによって，自治体が災害救助・復旧の過程を通じて財政難に陥ることを食
い止めているともいえるのである。また，被害の様相は各地域の地理的な条
件や社会経済的構造，災害の規模や時期によって多様であり，一律の国庫負
担だけで災害復旧を行うことには限界がある。その意味で，特別交付税のよ
うな一般財源補填の仕組みは，地域の要請に即した柔軟な復旧・復興を実施
していく上で重要な役割を果たすものといえる。しかしこのことは，逆にい
えば，特別交付税の交付額如何が自治体の災害復旧・復興事業に関して自治
体が採りうる政策的判断のための財政的余地を規定するものといえる。
しかし，特別交付税の交付額には不透明な面がある。各年度の特別交付税
総額は，地方交付税総額の６％と定められており，普通交付税のように基準
財政需要額を積み上げて基準財政収入額との差額を給付するような仕組みに
はなっていない。各年度において，特別な財政事情を抱える自治体より提出
される特別交付税交付の要求を査定し，この財源の範囲内で交付額が決定さ
れるのであるが，このプロセスはきわめて不透明である。輪島市の財政当局
の説明でも，特別交付税の交付内容の明細は明らかではないとのことであっ
た２０）。
大規模な自然災害の発生はおよそ予見不可能であり，また年度によっても
災害発生の多寡はあろう。近い将来に予想される東海・東南海地震の場合に
さらに大きな被害が生ずる可能性もあり，こうした場合の財源措置を地方交
付税の６％にとどめることには自ずと限界も出てこよう。その意味で，特別
交付税のもつ一般財源補填の機能を持ちつつ，年度間の変動に対応可能な基
金制度の創設は不可欠であると考えられる。
　疲弊する自治体財政と復興財源の確保
小千谷市の事例で見たように，震災から３年間で災害復旧事業が終息する
に伴い，市の財政規模は完全に震災前の水準に戻っている。しかし，地域の
産業や住民の暮らしが３年間で震災前の状況に戻るわけではない。とりわけ
過疎・高齢化の進む地域にあっては，被災をきっかけとする他地域への移住
や生業の廃業が起こり，地域の衰退に拍車をかける結果となりかねない。阪
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神淡路大震災における長田地区，中越地震における旧山古志村の事例などで
知られるように，被害の大きかった地域がいまだ人口を回復していない状況
がある。
加えてこの間の三位一体改革によって，国庫補助負担金や普通交付税の削
減，税源移譲による税収の地域間格差拡大がもたらされ，地方都市や農山漁
村自治体の財政は悪化してきている。小千谷市でも急速な財政の縮小に迫ら
れたのであろうということは，例えば人件費の削減状況を見てもわかる。
輪島市において事情はより深刻である。それは第一に，９０年代後半におけ
る過剰な公共事業によって地方債が累積し，公債費負担が高水準にあるとい
うことである。近年では過疎債や合併特例債といった交付税措置率の高い地
方債の比率が圧倒的であるとはいえ，０７年度の実質公債費比率１９４は県内６
番目，将来負担比率２７３２は県内２番目の高さである。本稿で検討したように，
輪島市では合併特例債と過疎債の起債額がきわめて高く，交付税措置がある
とはいえ，将来的にこの償還が市財政に大きな負担をもたらすことは言うを
待たない。特にこの間三位一体改革における交付税制度改革によって，交付
税総額の減額がこうした交付税措置分を相殺してしまっている現状も見られ
ることを考えると，起債に多くを依存する輪島市の財務体質は見直される必
要がある。
第二に，過疎化・高齢化が近年一層深刻さを増してきたということである。
国勢調査人口でいえば，２０００年から０５年の５年間で４９％の減少，９５年からの
１０年間では１１６％の減少を遂げており，とりわけ震災の被害の大きかった旧
門前町の人口減少はさらに著しい。０５年国勢調査での高齢化率は旧輪島市で
３１４％，旧門前町で４７１％である。こうした状況にあって市の財政力はきわめ
て脆弱であり，また震災が一層の人口減少や地域の衰退をもたらすおそれが
大きいと考えられる。
第三に，合併がもたらした影響である。輪島市は０６年２月１日付で門前町
と合併した。この合併の動機は，三位一体改革のなかでの過疎地財政の将来
不安と，市の抱える財政問題解決策としてのリストラとにあるといってよい。
市が将来的に負担する公債費の圧力に対して，職員削減や施設統合といった
財政リストラを行うことで，その償還財源を確保する必要に迫られたともい
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える。新市計画中の財政計画では，合併後１０年間で人件費を１５億円削減し，
合併時の６割にまで縮小する計画が立てられている。職員数は０５年４月の５２３
人（臨時職員を含む，本庁・支所等・施設職員合計）から０７年４月の３９２人，さ
らに０８年４月の３６６人にまで削減されてきており，すでに合併前の７割にまで
減少している。とりわけ門前支所における職員削減は著しく，合併前の本庁
職員に対して０８年４月での門前支所職員数は半分以下に削減されている。過
疎地域にあっては一般的に，役場における雇用や調達が地域経済に占める比
重が高い傾向にあり，役場機能のこうした急速な縮小が周辺地域の衰退を引
き起こす懸念がある。
震災からの復興を展望するにあたって，こうした自治体財政の脆弱性と将
来不安とは，復興施策の展開に暗い影を落とすことになる。復旧までは国の
手厚い財政措置によって何とか財政難を逃れたとしても，その先の復興を果
たしていく財源が確保されなければ事業は進まないであろう。また，復興計
画や復興基金のタイムスパンとして設定されている５年間は，この地域の再
生をあわせて考えていくにはあまりに短い。地域経済社会の衰退が出発点と
なっている能登地域にあっては，震災の影響によって自治体財政が困窮に陥
るのではなく，そもそも困窮した自治体財政が地域の復興を妨げるおそれが
ある。ここで求められるのは，三位一体改革によって疲弊させられた地方財
政を改善させ，普通交付税を通じた財政調整制度を回復させることと，自治
体が地域の再生・復興に取り組む上での人的・物的資源や裁量を保障するこ
とである。
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